
①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はない 

     該当事項はない 

  

      該当事項はない 

  

 （注） 会社法第178条の規定に基づく、自己株式の消却による減少である。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,784,059,697

計  1,784,059,697

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成23年３月31日） 
提出日現在発行数（株）
（平成23年６月29日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  938,733,028  938,733,028

大阪証券取引所 

市場第一部 

東京証券取引所 

市場第一部 

名古屋証券取引所 

市場第一部 

単元株式数は

100株である。

計  938,733,028  938,733,028 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 

  
発行済株式総数
増減数  
   （株）    

  （注） 

発行済株式総数
残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成20年６月30日    △8,000,000    954,698,728  ―  489,320  ―  67,031

平成21年12月30日    △8,360,900    946,337,828  ―  489,320  ―  67,031

平成22年６月30日  △7,604,800  938,733,028  ―  489,320  ―  67,031
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 （注）１ 自己株式44,837,361株は「個人その他」欄に448,373単元、「単元未満株式の状況」欄に61株含めて記載し

ている。 

なお、自己株式44,837,361株は、実質的に当社が所有していない名義書換失念株式（441株）を含む株主名

簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な自己株式の数は44,836,920株である。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ154単元

及び50株含まれている。 

  

（６）【所有者別状況】

  平成23年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品取
引業者 

その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人）  13  283 48 1,751 475 63  330,711 333,344 ― 

所有株式数 

（単元） 
 1,214,103  2,723,280 127,566 503,945 1,154,168 344  3,621,628 9,345,034 4,229,628

所有株式数の 

割合（％） 
 12.99  29.14 1.37 5.39 12.35 0.00  38.75 100.00 ― 
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（注）１  当社の自己株式44,837,020株は、上記の表から除いている。なお、当該株式数は株主名簿記載上の数であり期

         末日現在の実質的な自己株式の数は44,836,920株である。 

      ２ 日本生命保険相互会社の大量保有報告書（平成19年８月22日付）においては、平成19年８月15日現在、同社お

よび共同保有者（計２名）の所有株式数は以下のとおりとなっているが、当社として実質所有株式数の確認が

できないため、上記大株主の状況には含めていない。 

  

（７）【大株主の状況】

  平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大阪市 大阪市北区中之島１丁目３番20号  83,748  8.92

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
 42,909  4.57

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  34,094  3.63

神戸市 神戸市中央区加納町６丁目５番１号  27,351  2.91

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  22,440  2.39

関西電力持株会 大阪市北区中之島３丁目６番16号  17,032  1.81

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT- 

TREATY CLIENTS 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店）  

338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000AUSTRALIA

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号）  
 14,057  1.50

株式会社みずほコーポレート

銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

 12,978  1.38

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  11,128  1.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  9,472  1.01

計  ―  275,210  29.32

 氏名又は名称 住所  所有株式数（株）  
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合 （％） 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

ほか１名 

大阪府大阪市中央区今橋３

丁目５番12号ほか 
 48,150,682 5.00 
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①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,400株含まれている。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数154個が含まれている。 

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の50株及び自己株式61株が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

 （注） このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的には所有していない株式が400株ある。なお、当該

株式は「① 発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれている。 

 該当事項はない 

（８）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    44,836,900
― 単元株式数100株 

（相互保有株式） 

普通株式        785,600
― 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式     888,880,900  8,888,809 同上 

単元未満株式 普通株式      4,229,628 ― 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数  938,733,028 ― ― 

総株主の議決権 ―  8,888,809 ― 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

関西電力株式会社 

大阪市北区中之島

３丁目６番16号 
 44,836,900  ―  44,836,900  4.78

（相互保有株式） 

株式会社きんでん 

大阪市北区本庄東

２丁目３番41号 
 785,600  ―  785,600  0.08

計 ―  45,622,500  ―  45,622,500  4.86

（９）【ストックオプション制度の内容】
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【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び第７号による普通株式の取得 

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はない 

  

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

     ①会社法第155条第３号による取得 

（注）平成22年６月３日に取得が終了している。  

  

   

２【自己株式の取得等の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年４月28日）での決議状況 
（取得期間 平成22年５月６日～ 

         平成23年３月31日） 
 8,000,000  16,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式  －  －

当事業年度における取得自己株式  7,604,800  15,999,923,900

残存決議株式の総数及び価額の総額  395,200  76,100

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)   4.9  0.0

当期間における取得自己株式   －  －

提出日現在の未行使割合(％)   4.9  0.0

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年４月27日）での決議状況 
（取得期間 平成23年５月２日～ 

                 平成24年３月31日） 
 11,000,000  19,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式  －  －

当事業年度における取得自己株式  －  －

残存決議株式の総数及び価額の総額  －  －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)   －  －

当期間における取得自己株式   －  －

提出日現在の未行使割合(％)   100.0  100.0
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     会社法第155条第７号による取得 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに 

    よる株式数は含めていない。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）１ 当期間におけるその他（単元未満株式の買増請求）には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日まで  

          の単元未満株式の買増しによる株式数は含めていない。 

    ２ 当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

          り・買増しによる株式数は含めていない。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  473,549  1,000,613,200

当期間における取得自己株式   7,473  12,403,660

区分 

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株）

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  7,604,800 16,301,116,944  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式 
 －  －  －  －

その他 

（単元未満株式の買増請求） 
 55,746  119,490,496  2,832  6,069,436

保有自己株式数  44,836,920  －  44,841,561  －
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 当社は、中長期的な視点に立った株主価値の増大を目指しており、電気事業およびグループ事業の持続的な成長の

ために、資産効率や投資効率を勘案しながら設備投資や投融資に着実に資源を投入し、継続的に営業キャッシュ・フ

ローを創出するとともに、株主のみなさまに対しても経営の成果を適切かつ安定的に配分していく。また、内部留保

資金については、財務体質の健全性を考慮しつつ、設備投資等に充当していく。 

   

     当社は、配当と自己株式の取得を株主還元と位置付け、平成19年度～24年度の各年度における連結ベースでの「自

    己資本総還元率※」を４％程度とすることを目標として株主還元方針としている。この方針に基づき、安定的な配当

  を維持しつつ、あわせて自己株式の取得を実施する。 

   また、この方針に基づき今後取得する自己株式については、原則消却する予定である。 

  

  

    当社は、この方針に基づき、当事業年度においては、１株につき60円（うち中間配当30円）の配当を実施するこ 

     ととした。  

  

    当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしており、これらの剰余金の配当の決定機関 

   は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。 

      また、当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。 

      なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。 

  

 

  

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（第一部）におけるものである。 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（第一部）におけるものである。 

３【配当政策】

※ｎ年度自己資本総還元率＝
（ｎ年度の配当金額）＋（ｎ＋１年度の自己株式取得額）

ｎ年度の連結自己資本〔期首・期末平均〕  

 決議年月日 配当金の総額（百万円）  １株当たり配当額（円）  

平成22年10月28日 

取締役会決議  
26,819 30円  

平成23年６月29日 

定時株主総会決議  
26,816 30円  

４【株価の推移】

回次 第83期 第84期 第85期 第86期 第87期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円）  3,920  3,490  2,755  2,225  2,203

最低（円）  2,400  2,390  1,891  1,943  1,670

月別 平成22年10月 平成22年11月 平成22年12月 平成23年１月 平成23年２月 平成23年３月

最高（円）  2,052  2,077  2,054  2,060  2,199  2,177

最低（円）  1,919  1,997  2,004  2,005  2,030  1,670
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

取締役会長 代表取締役 森   詳 介 昭和15年８月６日生

昭和38年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 33,839

平成９年５月 同社支配人経営改革推進室長、企

画室長 

 〃 ９年６月 同社取締役電力システム室長 

 〃 11年６月 同社常務取締役 

 〃 13年６月 同社取締役副社長 

 〃 17年６月

 〃 22年６月

同社取締役社長 
同社取締役会長（現在） 

取締役社長 代表取締役 八 木   誠 昭和24年10月13日生

昭和47年４月

平成15年６月

  
 〃 17年６月

  
 〃 18年６月

 〃 21年６月

 〃 22年６月

関西電力株式会社入社 
同社支配人電力システム事業本部 
副事業本部長 
同社取締役電力システム事業本部 
副事業本部長 
同社常務取締役 
同社取締役副社長 
同社取締役社長（現在） 

(注)３ 15,200

取締役副社長 

代表取締役 
人材活性化室担

当 
立地室担当 
経営監査室担当 

井 狩 雅 文 昭和26年５月５日生

昭和50年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 8,300

平成16年６月 同社支配人神戸支店長 

 〃 18年６月 同社執行役員神戸支店長 

 〃 19年６月 

 〃 19年６月

  
 〃 23年６月

同社常務取締役 

株式会社かんでんエルハート取締

役社長（現在） 
関西電力株式会社取締役副社長 
（現在） 

取締役副社長 

代表取締役 
グループ経営推

進本部長 
国際室担当 

生 駒 昌 夫 昭和27年９月９日生

昭和52年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 9,900
平成15年６月 同社支配人企画室国際担当 

 〃 19年６月

 〃 23年６月

同社常務取締役 
同社取締役副社長（現在） 

取締役副社長 
代表取締役 
原子力事業本部

長 
豊 松 秀 己 昭和28年12月28日生

昭和53年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 8,100

平成17年７月 同社支配人原子力事業本部副事業

本部長、原子燃料サイクル室長 
 〃 18年６月 同社執行役員原子力事業本部副事

業本部長、原子燃料サイクル室長 
 〃 21年６月

 〃 23年６月

同社常務取締役 
同社取締役副社長（現在） 

取締役副社長 
代表取締役 
お客さま本部長 

香 川 次 朗 昭和28年１月３日生

昭和51年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 6,300

平成16年６月 同社支配人人材活性化室長 

 〃 18年６月 同社執行役員人材活性化室長 

 〃 19年６月 同社執行役員お客さま本部副本部

長、リビング営業部門統括 

 〃 21年６月

 〃 23年６月

同社常務取締役 
同社取締役副社長（現在） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

常務取締役 
経理室担当 
総務室担当 
購買室担当  

廣 江   譲 昭和27年９月７日生

昭和50年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 19,100

平成16年６月 同社支配人企画室長 

 〃 18年６月 同社執行役員企画室長 

 〃 19年６月

  
 〃 23年６月

同社取締役電気事業連合会理事・

事務局長 
同社常務取締役（現在） 

常務取締役 
研究開発室担当 
土木建築室担当 

橋 本 徳 昭 昭和23年８月１日生

昭和50年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 7,300

平成17年６月 同社支配人土木建築室長 

 〃 18年６月

 〃 19年６月

同社執行役員土木建築室長 
同社常務執行役員土木建築室長 

 〃 21年６月 同社常務取締役（現在） 

常務取締役 燃料室担当 迎   陽 一 昭和26年８月９日生

平成16年６月 経済産業省大臣官房商務流通審議

官 
（平成18年７月 退官） 

(注)３ 8,000 〃 18年８月

  
 〃 20年８月

商工組合中央金庫理事 
（平成20年７月 退任） 
関西電力株式会社顧問 

 〃 21年６月 同社常務取締役（現在） 

常務取締役 

電力流通事業本

部長 
経営改革・ＩＴ

本部長 
行為規制担当 

土 井 義 宏 昭和29年10月25日生

昭和54年４月 関西電力株式会社入社 

(注)３ 5,480

平成17年６月 同社支配人和歌山支店長 

 〃 18年６月 同社執行役員和歌山支店長 

 〃 19年６月 同社執行役員電力流通事業本部副

事業本部長、ネットワーク技術部

門統括 

 〃 21年６月 同社常務取締役（現在） 

常務取締役 

原子力事業本部

長代理 
原子燃料サイク

ル室担当（原燃

契約） 

白 井 良 平 昭和28年８月５日生

昭和51年４月

平成19年６月

  
 〃 21年６月

  
  
 〃 22年６月

関西電力株式会社入社 
同社支配人原子力保全改革推進室

長 
同社執行役員企画室ＣＳＲ・品質

管理担当室長、原子力保全改革推

進室長 
同社常務取締役（現在） 

(注)３ 8,900

常務取締役 

企画室担当 
原子燃料サイク

ル室担当（サイ

クル事業） 

岩 根 茂 樹 昭和28年５月27日生

昭和51年４月

平成17年４月

  
 〃 19年６月

 〃 22年６月

関西電力株式会社入社 
同社支配人原子力保全改革推進室

長 
同社執行役員企画室長 
同社常務取締役（現在） 

(注)３ 9,700

常務取締役 
火力事業本部長 
環境室担当 

岩 谷 全 啓 昭和27年11月７日生

昭和52年４月

平成17年６月

 〃 18年６月

  
  
 〃 22年６月

関西電力株式会社入社 
同社支配人火力センター所長 
同社執行役員原子力事業本部副事

業本部長、火力事業本部副事業本

部長 
同社常務取締役（現在） 

(注)３ 5,000

常務取締役 
地域共生・広報

室担当 
秘書室担当 

八 嶋 康 博 昭和28年９月21日生

昭和52年４月

平成18年６月

 〃 20年６月

 〃 21年６月

 〃 23年６月

関西電力株式会社入社 
同社燃料室長 
同社執行役員燃料室長 
同社執行役員地域共生・広報室長 
同社常務取締役（現在） 

(注)３ 11,300
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

取締役   川 邊 辰 也 昭和27年６月６日生

昭和51年４月

平成18年６月

 〃 19年６月

 〃 21年５月

  
 〃 21年６月

  
 〃 23年４月

  
 〃 23年５月

  
 〃 23年６月

関西電力株式会社入社 
同社地域共生・広報室長 
同社執行役員地域共生・広報室長 
同社執行役員社団法人関西経済連

合会常務理事・事務局長 
同社常務執行役員社団法人関西経

済連合会常務理事・事務局長 
同社常務執行役員公益社団法人関

西経済連合会常務理事・事務局長 
同社常務執行役員公益社団法人関

西経済連合会専務理事 
同社取締役公益社団法人関西経済

連合会専務理事（現在） 

(注)３ 3,000

取締役   稲 田   豊 昭和30年11月４日生

昭和53年４月

平成18年６月

  
 〃 19年６月

  
 〃 21年６月

 〃 23年６月

関西電力株式会社入社 
同社お客さま本部副本部長（営業

計画担当） 
同社お客さま本部副本部長、営業

企画部門統括 
同社執行役員姫路支店長 
同社取締役電気事業連合会理事・ 
事務局長（現在） 

(注)３ 2,813

取締役   井 上 礼 之 昭和10年３月17日生

平成６年６月 ダイキン工業株式会社取締役社長 

(注)３ 1,000

 〃 ７年５月 同社取締役会長兼社長 

 〃 ８年６月 同社取締役社長 

 〃 14年６月 同社取締役会長兼ＣＥＯ（現在） 

 〃 15年６月 関西電力株式会社社外取締役（現

在） 

取締役   辻 井 昭 雄 昭和７年12月19日生

平成11年６月 近畿日本鉄道株式会社取締役社長 

(注)３ －

 〃 15年６月 同社取締役会長 

 〃 18年６月 関西電力株式会社社外取締役（現

在） 

 〃 19年６月 近畿日本鉄道株式会社相談役（現

在） 

取締役   玉 越 良 介 昭和22年７月10日生

平成16年５月 株式会社ＵＦＪ銀行取締役会長 

(注)３ －

 〃 16年６月 株式会社ＵＦＪホールディングス

取締役社長 

 〃 17年10月 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ取締役会長 
（平成22年６月 退任） 

 〃 18年１月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行取締

役副会長 
（平成20年４月 退任） 

 〃 18年６月

  
 〃 22年６月

関西電力株式会社社外取締役（現

在） 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行特別

顧問（現在） 

常任監査役 常勤 神 野   榮 昭和22年６月18日生

昭和46年４月 関西電力株式会社入社 

(注)４ 18,800

平成13年６月 同社支配人グループ経営推進室長 

 〃 15年６月 同社常務取締役 

 〃 19年６月 同社取締役副社長 

 〃 23年６月 同社常任監査役（現在） 

常任監査役 常勤 田 村 康 生 昭和25年12月１日生

昭和50年４月 関西電力株式会社入社 

(注)４ 8,800
平成17年６月 同社支配人経理室長 

 〃 18年６月 同社執行役員経理室長 

 〃 22年６月 同社常任監査役（現在） 

常任監査役 常勤 泉   正 博 昭和28年８月27日生

昭和51年４月 関西電力株式会社入社 

(注)４ 7,000
平成20年６月 同社環境室長

 〃 22年６月 同社執行役員環境室長 

 〃 23年６月 同社常任監査役（現在） 
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 （注）１ 取締役井上礼之、取締役辻井昭雄および取締役玉越良介の各氏は、社外取締役である。 

２ 監査役土肥孝治、監査役森下洋一、監査役吉村元志および監査役槇村久子の各氏は、社外監査役である。 

３ 取締役の任期は、平成23年６月29日選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までである。 

４ 監査役の任期は、平成23年６月29日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までである。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有

株式数
（株）

監査役   土 肥 孝 治 昭和８年７月12日生

平成８年１月 検事総長（平成10年６月 退官） 

(注)４ －
 〃 10年７月 弁護士登録（現在） 

 〃 15年６月 関西電力株式会社社外監査役（現

在） 

監査役   森 下 洋 一 昭和９年６月23日生

平成５年２月 松下電器産業株式会社取締役社長 

(注)４ －

 〃 12年６月 同社取締役会長 

 〃 15年６月 関西電力株式会社社外監査役（現

在） 

 〃 18年６月 松下電器産業株式会社相談役 

 〃 20年10月 パナソニック株式会社相談役（社

名変更）（現在） 

監査役   吉 村 元 志 昭和22年８月14日生

平成17年12月 大阪市財政局長 
（平成19年３月 退職） 

(注)４ －

 〃 19年６月 株式会社大阪市開発公社取締役社

長 
（平成23年６月 退任） 

 〃 23年６月 関西電力株式会社社外監査役（現

在） 

監査役   槇 村 久 子 昭和22年８月27日生

平成５年４月

 〃 ８年４月

 〃 10年４月

  
 〃 12年４月

 〃 16年４月

奈良文化女子短期大学教授 
奈良県立商科大学教授 
奈良県立商科大学教授、同大学附

属図書館長 
京都女子大学教授 
京都女子大学教授、同大学院教授 

(注)４ －

  （現在）

 〃 23年６月 関西電力株式会社社外監査役（現

在） 

計 26名         197,832
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(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、事業運営の透明性・健全性を確保しつつ、持続的な企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガ

バナンスの充実を経営上重要な取り組みと位置づけ、その実現に努めている。 

  

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

 当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、常務会および各種委員会を置き、職務の執行を適

正に行うとともに、取締役の業務執行が適法、適正かつ妥当であることを、継続的かつ効果的に監査するため、常

勤の監査役（３名）および社外監査役（４名）からなる監査役制度を採用している。また、経営全般に対する監督

機能を強化する観点から、社外取締役（３名）を選任している。 

  

（内部統制システムの概念図） 

  
 取締役会については、定例取締役会を毎月1回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の重要な事項につ

いて審議・決定するとともに、定期的に取締役の職務の執行状況等に関する報告を受け、取締役を監督している。

 重要な業務執行については、迅速かつ適切な意思決定を実現するため、役付取締役により構成する常務会を原則

週1回開催し、効率的かつ効果的な会社運営を実施している。 

 また、経営の執行機能と監督機能を分離し、業務執行の迅速性・効率性を高めるため、執行役員制を導入してい

る。  

 監査役は、取締役会や常務会などの重要な会議に出席し、意見を述べ、取締役から経営上の重要事項に関する説

明を聴取するとともに、主要な事業所や子会社の業務および財産の状況を調査し、業務の適正を確保するための体

制の整備状況を監視・検証するなど、取締役の職務執行について適法性・妥当性の観点から監査を行っている。さ

らに、代表取締役等との間で定期的に会合を開催し、意見交換を実施している。また、現在、当社経理部門の主要

職位歴任者を常任監査役とし、財務および会計に関する知見を有する監査役を確保している。さらに監査役および

監査役会の職務を補佐するために、監査実務や監査役会の運営等を担当する専任組織として監査役室（13名）を設

置するなど、監査機能の充実に努めている。監査役室については、監査役直轄とし、当社グループの業務執行に係

るいかなる職務の兼務も行っていない。   

  なお、社外取締役および社外監査役は、当社との間に特別な利害関係はなく、独立性を確保しており、それぞれ

の立場から、取締役会等を通じて、内部監査、監査役監査および会計監査等が適正に行われていることを監視・検

証することにより、当社の経営や職務執行全般に対する内部統制の強化を図っている。            

  会計監査人については、有限責任監査法人トーマツを選任している。当社の独立した第三者としての会計監査業

務を執行した公認会計士は、矢吹幸二氏、石黒訓氏、石井尚志氏であり、継続監査年数はいずれも７年以内であ

る。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士14名、会計士補等24名である。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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 上記に加え、当社は、経営全般にわたる重要な業務に関する方針、実施計画等について、執行の適正化と円滑化

を図るため、「計画調整」、「審査」、「審議」の３つの機能を中心とした各種委員会組織を設置し、常務会の意

思決定や各部門の業務執行を支援している。各種委員会組織は各目的に関連する業務を担当する役員を主として構

成し、定期的に開催もしくは必要に応じ適宜開催している。また、主として執行役員を各種委員会組織の事務を担

当する幹事としてそれぞれ設置している。 

 ＣＳＲについては、当社グループとしての基本的な考え方を「関西電力グループＣＳＲ行動憲章」で、個人レベ

ルでの行動規範を「関西電力グループＣＳＲ行動規範」で、それぞれ定めるとともに、ＣＳＲ推進に関する総合的

方策の策定を行う「ＣＳＲ推進会議」を設置するなど、ＣＳＲ推進に努めている。また、「ＣＳＲ推進会議」の下

部組織として、社外弁護士が委員として参加する「コンプライアンス委員会」を設置するとともに、グループ大の

事業に関するコンプライアンス上の相談を受け付ける「コンプライアンス相談窓口」を社内外に設置するなど、コ

ンプライアンスの推進にも努めている。 

 事業活動に伴うリスクについては、「関西電力グループリスク管理規程」に基づき、各業務執行部門が自律的に

管理することを基本とし、組織横断的かつ重要なリスクについては、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備

えたリスク管理箇所を定め、各業務執行部門に対して、助言・指導を行うことでリスク管理の強化を図っている。

さらに、リスクを統括的に管理する「リスク管理委員会」を設置し、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切

なレベルに管理するよう努めている。  

 内部監査については、品質・安全に関する経営的諸問題を幅広く共有・審議するとともに、社外の見識や情報を

取り入れ、公正かつ専門的な立場から、グループ大の内部監査の適正を確保するため、「経営監査委員会」を設置

している。また、内部監査の専任組織として、経営監査室（40名）を設置しており、リスク管理体制およびリスク

の管理状況などについて、定期的に監査するとともに、内部監査計画について常務会に付議し、結果については常

務会および取締役会に報告を行っている。また、各職場は、監査結果を踏まえ、必要な改善活動を行うなど、適正

な業務運営の確保に努めている。 

 なお、 内部監査部門（経営監査室）、監査役および会計監査人は、適宜、連携して監査を実施することおよび

監査計画や監査結果の意見交換等を通じて互いに緊密な連携を保っている。 

  

  子会社に対しては、「関西電力グループ経営ビジョン」や「関西電力グループＣＳＲ行動憲章」等の経営の基本

的方向性や行動の規範について、浸透を図るとともに、子会社管理に係る社内規程に基づき、子会社における自律

的な管理体制の整備を支援、指導することにより、企業集団の業務の適正を確保している。また、子会社における

重要な意思決定については、事前に関与するとともに、経営状況の定期的な把握を行うことにより、グループ全体

の企業価値の毀損を未然に防止するよう努めている。 

  
(3）業務の適正を確保するための体制の整備についての取締役会決議（平成18年４月26日） 

  
 当社は、事業運営の透明性・健全性を確保しつつ、持続的な企業価値の向上を実現するため、次のとおり、業務

の適正を確保するための体制を定め、これを実効性の高いものとするべく、継続的な改善に努めるものとする。 

  

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

 当社は、株主総会から経営の負託を受けた取締役会のもとに、常務会及び各種委員会を置き、職務の執行を適

正に行うとともに、監査役、監査役会及び会計監査人を置き、職務の執行が適法・適正かつ妥当であることを、

それぞれの立場から確認する体制をコーポレート・ガバナンスの基本とする。  

 取締役は、「関西電力グループ経営ビジョン」及び「関西電力グループＣＳＲ行動憲章」等に定めた経営の基

本的方向性や行動の規範に従って、自らの職務の執行を律し、率先してこれを実践する。  

 取締役会は、経営上の重要な事項について審議・決定するとともに、定期的に取締役の職務の執行状況等に関

する報告を受け、取締役を監督する。  

 監査役は、取締役会などの重要な会議体に出席し、取締役から経営上の重要事項に関する説明を聴取するとと

もに、主要な事業所の業務及び財産の状況を調査するなど、取締役の職務執行について適法性・妥当性の観点か

ら監査を行う。  

 また、会計監査人は、会社から独立した立場で、計算書類等の適法かつ適正な作成の観点から会計監査を行

う。  

  

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役は、取締役会などの会議体における議事録及び業務決定文書等の職務の執行に係る情報について、法令

及び社内規程に基づき、適正に作成し、保存、管理する。  

  

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 事業活動に伴うリスクについては、社内規程に基づき、職務執行箇所が自律的に管理することを基本とし、組

織横断的かつ重要なリスクについては、必要に応じてリスクの分野ごとに専門性を備えたリスク管理箇所を定

め、職務執行箇所に対して、助言・指導を行う。  

 さらに、リスクを統括的に管理する委員会において、当社グループの事業活動に伴うリスクを適切なレベルに

管理するよう努める。  

 内部監査組織は、リスクの管理体制及びリスクの管理状況について、定期的に監査を行う。  
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 取締役の職務の執行については、社内規程において、職務権限と責任の所在及び指揮命令系統を定めることに

より、迅速かつ効率的な執行体制を確保する。  

 また、取締役会が決定した方針に基づく重要な職務の執行に関する事項について、役付取締役により構成する

常務会において、原則として毎週審議する。  

  

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 取締役は、「関西電力グループ経営ビジョン」及び「関西電力グループＣＳＲ行動憲章」等の経営の基本的方

向性や行動の規範について、ＣＳＲ及びコンプライアンスに係る委員会等の活動を通じて、浸透、定着させ、遵

守を求めることにより、使用人の職務の執行の法令等への適合を確保する。  

 また、使用人等から、コンプライアンス上疑義のある行為等について申し出を受け付けるコンプライアンス相

談制度を整備し、その運用に当たっては、相談者の秘密保護や不利益取扱いの排除等に留意する。   

 内部監査組織は、法令等の遵守状況、その他使用人の職務の執行に係る適正性・有効性等の監査を定期的に行

うとともに、社外の有識者の参加も得た委員会において、公正かつ適正な立場から内部統制の有効性について審

議、評価する。  

  

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 取締役は、子会社に対して、「関西電力グループ経営ビジョン」や「関西電力グループＣＳＲ行動憲章」等の

経営の基本的方向性や行動の規範について、浸透を図るとともに、子会社管理に係る社内規程に基づき、子会社

における自律的な管理体制の整備を支援、指導することにより、企業集団の業務の適正を確保する。  

 また、子会社における重要な意思決定については、事前に関与するとともに、経営状況の定期的な把握を行う

ことにより、グループ全体の企業価値の毀損を未然に防止するよう努める。  

 内部監査組織は、子会社を含む当社グループの業務執行について、定期的に監査を行う。  

  

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

 取締役は、監査役の求めに応じて、監査役及び監査役会の職務を補佐するために、監査実務、監査役会の運営

等を担当する専任組織を設置し、必要な人員を配置する。 

  

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役及び監査役会の職務を補佐する専任組織は、監査役直轄とし、取締役の指揮命令を受けず、当社グルー

プの職務の執行に係るいかなる職位の兼務も行わない。また、当該組織の使用人の配置、異動、評価に当たって

は、監査役の意向を尊重する。 

  

９．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、直ちに監査

役に報告するとともに、社内規程に基づき、経営、業績に係る重要事項、社内外への開示事項、重要な法令違反

等の事実等について、監査役に報告する。 

  

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 取締役及び使用人は、社内規程に基づき、監査役による監査業務に協力するとともに、監査役の求める諸資

料、情報について、遅滞なく提供することにより、監査の実効性を確保する。 

  

(4）取締役の定員 

 当社の取締役は、20名以内とする旨定款に定めている。    

  

(5）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めている。 

 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めている。  
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(6）取締役会において決議することができる株主総会決議事項 

      ①自己の株式の取得 

 当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨定款に定めている。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ことを目的とするものである。 

   ②取締役および監査役の責任免除 

 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役（取締役

であった者を含む。）および監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することが

できる旨定款に定めている。これは、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにすること

を目的とするものである。 

   ③中間配当 

 当社は、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に、中間配当を行うことができる旨定款に定めている。これは、株主への配当の機会を確保することを目的

とするものである。 

  

(7）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主 

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。こ

れは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。 

  

(8）役員報酬の内容等 

 ①役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数 

  （注）上記には第86回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名および監査役１名に対する 

     報酬額を含めている。 

  

 ②役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容および決定方法 

   役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めていないが、取締役の報酬は、基本報酬およ

  び賞与で構成し、基本報酬については株主総会の決議に基づき月額75百万円以内で、賞与については業績等を勘

  案し、支給の都度、株主総会において総額を決議したうえで、それぞれ取締役会において各取締役の地位等に応

  じて支給額を決定している。 

   監査役の報酬は、基本報酬のみで、株主総会の決議に基づき月額18百万円以内で、監査役の協議により支給額

  を決定している。  

  

役員区分  
報酬等の総額 

（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 

役員の員数 

（人）  基本報酬 賞与 

取締役 

（社外取締役を除く。）  
877   770   107   19

監査役 

（社外監査役を除く。）  
  118   118  －   4

社外役員   59   56  2   7
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(9)株式の保有状況  

 ①保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

   202銘柄  83,726百万円   

   

 ②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

  （前事業年度） 

    特定投資株式 

   

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
保有目的 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  2,802,607  8,660 安定的な資金調達に資するため。 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
 12,514,800  6,132 安定的な資金調達に資するため。 

大阪瓦斯㈱  15,476,614  5,184 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱みずほフィナンシャルグループ  27,593,450  5,104 安定的な資金調達に資するため。 

住友信託銀行㈱  7,941,121  4,351 安定的な資金調達に資するため。 

コスモ石油㈱  18,600,000  4,203 安定的な燃料調達に資するため。 

ダイキン工業㈱  1,000,000  3,825 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱ダイヘン  7,304,528  3,243 安定的な資材調達に資するため。 

㈱りそなホールディングス  2,057,600  2,432 安定的な資金調達に資するため。 

ダイビル㈱  2,953,628  2,292 地域社会の発展・繁栄に資するため。 
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  （当事業年度） 

    特定投資株式 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
保有目的 

㈱三井住友フィナンシャルグループ  2,802,607  7,247 安定的な資金調達に資するため。 

大阪瓦斯㈱  15,476,614  5,138 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

コスモ石油㈱  18,600,000  4,817 安定的な燃料調達に資するため。 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル

ープ 
 12,514,800  4,805 安定的な資金調達に資するため。 

㈱みずほフィナンシャルグループ  27,593,450  3,807 安定的な資金調達に資するため。 

住友信託銀行㈱  7,941,121  3,422 安定的な資金調達に資するため。 

日新電機㈱  4,565,000  3,145 安定的な資材調達に資するため。 

㈱ダイヘン  7,304,528  2,549 安定的な資材調達に資するため。 

ダイキン工業㈱  1,000,000  2,491 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

ＫＤＤＩ㈱  4,440  2,286 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

ダイビル㈱  2,953,628  2,126 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱神戸製鋼所  6,967,000  1,504 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ  10,293  1,504 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

住友不動産㈱  851,000  1,416 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

東洋テック㈱  1,535,900  1,366 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

阪急阪神ホールディングス㈱  3,432,054  1,317 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱日本製鋼所  2,006,000  1,305 安定的な資材調達に資するため。 

ＡＯＣホールディングス㈱  1,900,000  1,060 安定的な燃料調達に資するため。 

イオン㈱  1,000,000  964 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱南都銀行  2,052,855  831 安定的な資金調達に資するため。 

㈱りそなホールディングス  2,057,600  814 安定的な資金調達に資するため。 

大崎電気工業㈱  1,000,000  763 安定的な資材調達に資するため。 

大和ハウス工業㈱  692,000  707 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス  312,800  641 安定的な資金調達に資するため。 

㈱京都銀行  754,000  554 安定的な資金調達に資するため。 

全日本空輸㈱  2,165,163  536 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

岩谷産業㈱  1,795,000  499 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

積水ハウス㈱  609,000  475 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

日本電気硝子㈱  332,000  391 地域社会の発展・繁栄に資するため。 

西日本旅客鉄道㈱  1,200  385 地域社会の発展・繁栄に資するため。 
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(10）その他 

 美浜３号機事故の再発防止対策を引き続き着実に推進するため、「原子力保全改革委員会」において、実施計画

の審議、調整、進捗状況の分析・フォローを行うとともに、その実施状況については、社外委員を主体とした「原

子力保全改革検証委員会」において、客観的かつ総合的に評価を行っている。 

  なお、この状況については、ホームページ等を通じて広くお知らせすることで、透明性の確保にも留意してい

る。 

   

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

②【その他重要な報酬の内容】 

 （前連結会計年度）  

   該当事項はない 

  

 （当連結会計年度）  

   当社及び当社の連結子会社の一部は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト

  トウシュ トーマツ リミテッドのメンバーファームに対して、監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に 

  基づく報酬を支払っている。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 （前連結会計年度）  

   当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務に関する調査業務及び国際

  財務報告基準（ＩＦＲＳ）適用に関する助言・指導業務である。 

  

 （当連結会計年度） 

   当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）

  適用に関する助言・指導業務及び送配電部門収支計算書に係る超過利潤等管理表に対する合意された手続業務

  である。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

  該当事項はない 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

監査証明業務に基づく
報酬（百万円） 

非監査業務に基づく報
酬（百万円） 

提出会社  131  58  128  51

連結子会社  13  1  40  4

計  144  59  168  55
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